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研究成果の概要（和文）：本研究は、日米英の大学における人権教育の理論と実践について比較研究を行い、3
か国の共通性、相違性を確認し、共通する人権教育のガイドラインを創出することを目標としていた。人権を1
つの専門分野として学位取得プログラムを提供する米英では、人権の普遍的な側面を中心にプログラムを構成し
ながら、地域特有の人権課題やジェンダーを取り上げる傾向が強いことも確認された。教育手法の特徴として、
課題に対して学生が自ら学ぶよう仕掛けが工夫されており、学生の自主的な学びをサポートする体制が敷かれて
いた。
本研究のまとめとして、得られた知見を基に「多文化共生と人権教育」という点から、具体的な実践計画として
まとめた。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to establish the flamework of Human Rights 
Education at University. Firstly, in this research, an Internet survey was conducted to find the 
weakness of Japanese HRE by checking syllabi of HR related courses of universities in Japan, the USA
 and UK., and visiting several universities to hear about the practices in Japan and the UK. The 
results of the survey reveal that Japanese HRE raises individual HR issues and discrimination more 
than universal concepts and professors tried to make students be aware of the facts. The result of 
this research points out the weakness of Japanese HRE and discusses the reasons why Japanese HRE 
focuses on the social discrimination. The finding of the survey reveals that HR are not only the 
certain areas’ issues, but are also inherent to every person. In the end, one suggested HR program 
is introduced based on the result of this comparative studies.

研究分野：社会教育

キーワード： グローバル人材　学際的ヒューマンライツ教育　日米英の人権教育　人権の共通価値化
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、日本の大学における人権教育の課題を確認し、米英の人権教育の実態やその中で取り上げているテ
ーマを調べ、授業を見学や担当教員に聞き取りすることで、3か国に共通する人権教育のガイドラインに何かを
探求した。個々の人権課題は地域性に根差す場合が多く、普遍的である人権の概念には、地域性を無視すること
ができない事情があることも明らかとなった。このことは人権教育が、実践する場所や対象によって内容が異な
ってくることを意味しており、1つのマニュアルにまとめ、プログラムとして提案することが難しい事実も示唆
された。他方、共通する視点も確認でき、日本の人権教育の普及・発展に寄与する知見が得られたと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
社会が急速にグローバル化し政治的文化的葛藤が増大する中、人々の間に多文化理解・共生の

関係性を構築する気運が高まり、近代社会の基本理念である『人権の共通価値化』を図ることが

課題となっている。この課題を解決するために、人権の普遍性を表面的に学ぶだけでなく、地域

固有の人権問題を位置づける教育、いわゆる『学際的人権教育』の重要性が増している。国際連

合による「人権教育のための世界プログラム」採択（2005 年）以来、世界的には各教育段階で人

権教育が推進されてきたが、日本では高等教育における人権教育の方針が未だ確立しておらず、

大学や教員の裁量により個々に人権教育が展開されている。 

 このような現状をふまえ、本研究は大学等における高等教育機関の喫緊の課題である『グロー

バル人材の育成』という観点から、日本の人権教育の実態を批判的に分析し、英米の人権教育の

成果を融合させながら、新たな枠組みを構築・プログラムを創出し、国内外に発信し、人権教育

の普及・発展に貢献することを目指すものである。 

 
２．研究の目的 
本研究では法的な視点で日本の人権教育を批判的に見直し、学習者一人ひとりの人権意識を

高め、多様性を尊重する人権教育プログラムを探求する。具体的には、英米の人権教育の理論と

実践の成果を取り込み、融合させながら、グローバルな視点で高等教育における『学際的人権教

育』を創出・普及させることを目的としている。 
 
３．研究の方法 
本研究では、誰もが受講できる学部の教養教育の人権教育の在り方を探求するため、学部１年

目から専門的に人権を学ぶイギリスの学位プログラムと、教養教育として人権を学ぶアメリカ

のジェネラルエデュケーションの比較・分析を行う。方法は、インターネット調査や文献の収集・

分析に加え、米英の大学を訪問し、聞き取りや授業見学を行う。 

 
４．研究成果 

日米英の大学における人権教育の実態調査を通じて、3 か国に共通する人権教育のガイドライ

ンといった視点で分析を行い、国により人権教育で取り上げるテーマや手法にさまざまな違い

があることが分かった。そして、全世界に共通のプログラムを提案することが難しいことも示唆

された。本研究では、人権教育実践者への聞き取り調査から、各国や大学、実践者の取り組みに

工夫が見られることが分かった。調査の中で、米英の大学の学位プログラムを対象に調査を行い、

その後、英国の 1 大学で複数分野において人権の授業を対象に調査した結果をまとめた。人権

を 1 つの専門分野として学位取得プログラムを提供する米英では、人権の普遍的な側面を中心

にプログラムを構成しながら、地域特有の人権課題やジェンダーを取り上げる傾向が強いこと

も確認された。教育手法は米英で異なる点も見られたが、教員が学生を教える体制が整っている

という点では共通していた。また、課題を通じて学生が自ら学ぶよう仕掛けを行っており、学生

の自主的な学びをサポートする体制も敷かれていた。 

本研究で得られた知見を基に、以下のような実践計画をまとめた。ここでは日本国際理解教育

学会（2015）において、大津、藤原、多田が、国際理解教育のカリキュラムを開発する中で、米

英、ユネスコの視点を参照しながら（88－95頁）、提案したプログラムを参考にしている。 

 

(1) プログラム名：多文化共生を実現するための人権教育の実践 

(2) 授業目的と概要： 



本プログラムは、多文化共生と人権をテーマに学ぶ中で、グローバルシティズンシップに必要

な知識、技能、態度、行動力とは何かをクラス内で議論し、社会に参加し、積極的に意見を述べ

る市民となっていく素養を身に着けることを目的としている。そのため、教員はファシリテータ

ーとなって学生とともに授業に参加しサポートしながら、学生に課題を出したり、情報提供を行

ったり、アドバイスをしながら、クラス内に「人権」を柱に据えた文化を築き、参加者一人ひと

りがクラスに積極的に参加・貢献できる環境を構築する。 

本プログラムではビデオ教材や、フィールドトリップ、ゲストスピーカーなどを取り入れ、参

加者がグローバル社会の中で、身近な人権問題を他人事ではなく、自分と関わりのある問題と捉

え、いかに人権課題を解決していくのかを具体的に考え、提案する。プログラムを通じて学んだ

知識を基に、最後のプレゼンテーションを通じて、グローバル社会の中で起こっているさまざま

な課題・問題に対して意識を高め、身近な社会を変え、行動する力を養い、エンパワーする。 

(3)学習目標： 

1．多文化共生について考え、人権の知識の深化を図る。世界人権宣言の理解を深める。（知識） 

2．人権課題に対して当事者意識をもって自身で原因を分析し、解決に向けた自分なりの意見

を持つ。（技能） 

3．自身の人権だけでなく、他者の人権を尊重でき、人権課題に対して行動を起こす。（態度） 

(4) 実践上の工夫（基本方針）： 

1．人権の普遍的な側面と個別具体的な側面の両方のアプローチで人権学習を計画する。 

2．学生が主体的に参加することが重要であるため、当事者意識を持てるような実践上のテー

マ設定や事例を出すことに努める。 

3．クラス内に人権文化を構築できるように、参加者がルールを考えて実践する。 

4．教員はクラス内での学びが身近な社会に還元されるような課題を設定し、働きかけを行う。 

5．教員は身近な人権問題を取り上げ、解決策を考え、行動できるような課題を検討する。 

(5) 授業を進める手法： 

講義だけでなく、クラス内でのディスカッション、アクティビティ、ビデオ、ゲストスピーカ

ーによる講演、学生の発表を取り入れ、多様な手法で進める。学生には授業に参加する前に課題

を出し、準備をしてから参加することを促す。また、授業後は振り返りシートを用いて、自分の

言葉で事前学習、および授業を通じて学んだ知識や技能、態度を振り返る時間を設け、知識、技

能、態度の育成・定着を図る。教員は学生と対話しながら、学生の主体的な学びをサポートする。 

以上は、小中高大の生徒・学生だけでなく、市民向けにも実践が可能であり、講義を通じて学

んだ知識に加え、参加する 1 人ひとりが当事者となって他者に自身の経験を伝え、共有するこ

とで人権の理解を深めていくことに主眼をおいている。 
  
本研究で探求しまとめた「学際的人権教育プログラム」は、単独の「人権教育」という独立し

た授業でなくても、授業を担当する教員が専門とする分野を軸に据えながら、多角的なアプロー

チで実践することが可能であると考える。重要なことは、授業参加者が身近な社会問題に対して

解決策を考え、行動に移すことができる力を養うことであり、学生主体の授業実践が重要である

が、そのためには担当する教員自らが実践にコミットし、学生とともに参加する姿勢をもったう

えで、課題の内容を検討し、教育手法を工夫することが大切であろう。 

今後は、ここにまとめたプログラムに沿って、参加学生が人権の普遍的・個別具体的な側面の

両方を学ぶことができるような内容を考え、教育手法を工夫しながら実践し、学習効果を検証し

ていくことで、本研究をさらに深めていきたい。 
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